
予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

（円） （円） （％） （人） 公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

1

新型コロナウイル
ス感染症対応休業
支援金（仮称）にお
けるパーソナルコ
ンピューター等の
購入

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
金谷　雅也
大阪市中央区
大手前４－１－
６７

R2.6.1

㈲清水正商
店
大阪市西区
阿波座２－２
－２１

91200020
22014

別紙１参照 49,176,436 44,037,829 89.6% - - - -

2
「アルコール消毒
液」購入

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
金谷　雅也
大阪市中央区
大手前４－１－
６７

R2.6.15

㈱ミヨシ商会
大阪市天王
寺区上本町７
－１－３

81200010
25514

会計法第29条
の3第5項及び
予算決算及び
会計令第99条
第3項

1,235,277 987,120 79.9% - - - -

3
休業支援金支給決
定通知書送付用封
筒の作成

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
金谷　雅也
大阪市中央区
大手前４－１－
６７

R2.6.22

㈲土井印刷
和歌山県和
歌山市西浜７
６８－９

61700020
02591

会計法第29条
の3第5項及び
予算決算及び
会計令第99条
第2号

2,400,693 2,277,000 94.8% - - - -

4
大阪労働局休業支
援金センター建物
賃貸借

支出負担行為
担当官大阪労
働局総務部長
金谷　雅也
大阪市中央区
大手前４－１－
６７

R2.6.30

住友生命保
険相互会社
大阪市中央
区城見１－４
－３５

51200050
07271

別紙２参照 99,396,000 89,559,360 90.1% - - - -

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成２４年６月１日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の
氏名並びにその所
属する部局の名称
及び所在地

契約を締結し
た日

契約の相手方の
商号又は名称及

び住所
法人番号

随意契約によるこ
ととした会計法令
の根拠条文及び
理由（企画競争又

は公募）

公益法人の場合

備　　考



別紙１

契約件名及び数量
新型コロナウイルス感染症対応休業支援金（仮称）におけるパーソナ
ルコンピューター等の購入

随意契約によることとした
理由

　パーソナルコンピュータ―については、過去の調達においても納品
まで１か月程度を要してきているのが実情であり、一定期間の公示を
経て一般競争入札に付した場合、適正納期の確保ができず、調達機
会を逸するだけでなく、６月中に業務体制を整備することができなくな
ることから、会計法第２９条の３第４項に規定されている「緊急の必要
により競争に付することができない場合」に該当するものとして、随意
契約により調達を行うこととした。

競争性のある契約方式へ
の移行が困難な事由

上記理由のため競争性のある契約方式への移行は不可能

随意契約の見直し予定、
競争性のある契約方式へ

の移行予定年限
移行予定なし

備考



別紙２

契約件名及び数量 大阪労働局休業支援金センター建物賃貸借

随意契約によることとした
理由

大阪労働局休業支援金センターについては、7月より開始となる新型
コロナウイルス感染症対応休業支援金の業務を運営するため借料
することとなったが、候補となる有力な公有建物がなかったため、業
務運営を円滑に行える基準面積、賃料等を考慮し、当該ビルを選定
することとなった。よって、契約の目的物が代替性のない特定の位
置、構造又は性質のものであり、会計法第２９条の３第４項の「契約
の性質又は目的が競争を許さない場合」であるため、随意契約とす
ることとした。

競争性のある契約方式へ
の移行が困難な事由

上記理由のため競争性のある契約方式への移行は不可能

随意契約の見直し予定、
競争性のある契約方式へ

の移行予定年限
移行予定なし

備考


